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規則

0富山県税条例施行規則の一部を改正する規則 1 
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規 則
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富山県税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定め、公布する。

令和 3年 3月31日

富山県知事新 田 八朗

富山県規則第32号

富山県税条例施行規則の一部を改正する規則

富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように改正す

る。

第49条第 3号中「財団法人日本ゴルフ協会（」を「公益財団法人日本ゴルフ協会

（」に、 「社団法人日本プロゴルフ協会（」を「公益社団法人日本プロゴルフ協会

（」に、 「社団法人日本女子プロゴルフ協会（」を「一般社団法人日本女子プロゴ

ルフ協会（」に、 「社団法人日本プロゴルフ協会又は社団法人日本女子プロゴルフ

協会」を「公益社団法人日本プロゴルフ協会又は一般社団法人日本女子プロゴルフ

協会」に改める。

第43号様式(5)の次に次の 1様式を加える。
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第43号様式(6)（第29条関係）

納税証明書交付申請書

（競争入札参加資格審査申請用）

富山県総合県税事務所長殿

年 月 日

【代理人記入欄】

代理人の方のみ記入してください。

住所

主所（所在地）

氏名

生年月日

電話番号

納税者との関係
※代理人の方が請求される場合は、委任状
が必要な場合があります。

（フリガナ）

名又は法人名

び代表者氏名

年月日

宇話番号

穴未納の税額がないことの証明については、
他の証明書類にて対応させていただく場合
がございますのでご了承ください。
※特に、郵送で請求される場合は、未納の税
額がないことの証明の対応の可否、手数料
の金額及び支払方法等について、請求前に
担当部署にご確認ください。

下記のとおり、競争入札参加資格審査申請のため納税証明書の交付を申請しま
す。

記

ヽ
~
＜
 
て、。

よ
る
該
項
印
し
包

け

だ

口納税証明

（都道府県）

口納税証明

（市区町村）

口未納の税額が

ない証明

備道府県・市図睛ウ

口滞納処分を受i

たことがない〗

明
儲道疇・諏研ウ

口法人道府県民税 □個人市町村民税
口法人事業税及び 及び個人道府県

特別法人事業税 民税

口個人事業税 □法人市町村民税
口自動車税 □固定資産税．都
口（東京23区）固 市計画税

定資産税・都市 □軽自動車税
計画税 □国民健康保険税
□その他 □その他

け：； ：ー：l) ［ （ノ：：］ ［ 
凶本年月日 ／ 年月日
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・納付すべき税額

・納付済額

・納付すべき税額

・納付済額

納の税額がな 欠の期間について、

いこと。 し納処分を受けた

・未納税額 ・未納税額

伸請枚数 I 桝 桝

旦
※担当部署記載欄

税証明（都道府 目数 年 合計

） t 円［うち現金
税証明（市区町

寸） 円

納の税額がない 円〕

証明 円

叫納処分を受けた 円

ことがない証明 円

□ 本人確認
口個人番号カード 口運転免許証

口旅券（パスポート） □ その他
（ 

口 官公庁発行の身分・資格証明書（顔写真付）

（ 

桝

とがないこと。

認者

） 

） 

年月日

年月日

t 

頂収担当

認者
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第47号様式の4備考3(3)中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法

律第31号）附則第1条の 2第1項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病原

体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和2年 1月に、中華人民共和国

から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたも

のに限る。）である感染症」に改める。

第51号様式の5(1)中
「立会人（ 印

印」
を

「立会人（

（ 

第51号様式の 5(2)中
「立会人（
（ 

「立会人（
（ 

、
＼
＇
／
ヽ
~

」
に改める。

｝ 

」
に改める。

を
j
 

nu’nu’ 

E
E
 

第51号様式の46中
「立会人（

（ を
J
 

印

印

「立会人（

（ 」
に改める。

第62号様式中 を

'，J/乃暉準

る市迫源ル松給額
⑫ 

J
 

L __ 

・平成27年改正法附則第8条又は平成28年改正法
⑱ 

， 
， 

＇ 
＇ 附則第5条の控除額

事鉗⑲ 兆十億百万 千！ 叫忌蹄里遥戸く ⑩ ＇ ＇ ＇ 
＇ 

， 
9 9 9 

＇ 
， 

金 ： 
＇ ＇ 
， ＇ ＇ 事 ＇ 

＇ ＇ ＇ 

卿 芍四錠ぱ⑪ ： ， 
碑磁叩爛虚＠）

， 
＇ ， ： ， ， ， ， ， 
＇ 当彩汐車瀾湛頁

＇ 
る布部額乃智瑯 ， ， ， 

に、

__ ー-

]曇巴
r 9 9,  外国関係会社 ， 

「翻県民税の特定寄附金税⑤9 9 I t 

額等に係る控⑥除 ＇ I l l l ' '  ＇ 額控除額9 9 9,  

外国の法人税 』 I I I 仮装経理に基
＇ ＇ 

外国際会社等に係る問徐対象1 』 1 、
等の額の控孫 t 』 t I づく法人税割 ： 叩諏額等相当額又は個別控除⑥
額 c; : : : : 摺 ： 対象税額等相当額の控除額
利子割額の控除額

⑨ ： ： 外 税⑦
（控除した金額，） ： ： 
差引法人税割額 ⑩ 仮装経理に基づく法人税割 ⑧ 

額の控，、
こ納付の確定した当期

⑪ ： 利子割額の控除額
⑨ 

＇ 
る法 ⑫ ＇ 差引 ⑩ ＇ 

＇ 

過ゞ ⑬ i の した
⑪ 

大である場合の納ヽ
差引徴収法人税割額 ⑭ に係る法

⑫ 
人

⑮ 月
子 過⑬

していた月数
を
大である場合の納｛、 I) 

に、
塁I 円X /12 ⑯ 千] 差引徴収法人税割額

⑩一⑪一⑫十⑬ ⑭ 
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割
既当期に納分付の均の確等割定額した ＇ ＇ ＇ 

， 
⑰ ' ＇ 

， 
＇ 

額 ' ＇ 
， ， 

＇ ' ＇ 
， 

差引徴収均等割額 ＇ ＇ 
l l 

⑱ 
， 

＇ ＇ 
⑯―⑰ ＇ 

， ， ， 

＇ 
， l 

＇ 
徴収県民税額 ⑭十⑱ ⑲ 

， 
＇ ＇ ＇ ， ， 

＇ 
， 

＇ ＇ ＇ 

利利子割額⑳ ＇ 
， ， 

＇ 
， 

子 （控除されるべき額） ＇ 
， ， 

控除した金額 ＠ ＇ ＇ 
， ， 

割 ＇ ＇ 
， ， 

＇ ＇ 
， 

額 G以S{}C曰③ぶ剪ぅぢ灰ふ額 ＇ ＇ ＇ ＇ 
に控除することができ ⑫ ＇ ＇ ＇ ＇ ＇ 

， 
＇ ＇ 

， 
関なかった金額⑳ー⑪ ， 

＇ ＇ ＇ 
す戸1J子に還割額付を請求した ⑳ ＇ ＇ ＇ 

， 
＇ ＇ ＇ る ＇ ＇ ＇ ＇ ＇ 

， 
計
屁寸請求利子割額が過大で ＠ ＇ ＇ 

， 
， ＇ 

算
， ， ， 

』， ある場合の納付額⑬一⑫ （⑬) 
＇ ＇ 

⑰ 

⑱
 

J
 

ごロ徴収県民税額 ⑭十⑱ ⑲ 
>
農

匿三ミミ□7;

兆十億百万：
'''  
'''  9 9 9 
9 9 9 

'''  '''  '''  I I I 

' ''  '''  '''  '''  9 9 9 

' ''  '''  
'''  '''  
’’’ '''  
'''  '''  
'''  9 9 9 

' ''  
'''  '''  
'''  9 9 9 
9 9 ,  

'''  
'''  '''  

月
上
T
1
9
9
9
よ
9
9
9
,
L
9
,
＇
’
l
9
9
9
,
l
-
9
9
,
;
,
＇
’
’
●
9
9
,
＇

J
 「|＿十億百万：

''  ''  9,  
''  ''  
''  I I 

' '  ''  
''  
''  
''  

R
,＇
＊
9
9
,
1
9
9
9
9
9
 

兆汁億：百刀千：円法人事如兌 兆：十億：百万千：円
⑱ : ： 

法人県民税

@I, 
特 l仕事

」 ： ： ： ：郷-99 9,  

， 人糊11兒R , 

様式備考2中「1」を「2」に改め、同様式備考2を同様式備考3とし、同様式備

t
,
9
9
9
ー

9
9
1
9
9
9
9
,

⑱| 
十億百芍
''  9 9 

』『 を に改め、同

考1を同様式備考2とし、同様式備考に 1として次のように加える。

ー 不足税額については、申告納付すべきであった納期限の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の

納期限までの期間又は当該納期限の翌日から 1月を経過する日までの期間

については、年 7.3パーセント） の割合 （平成12年 1月 1日から平成25年

12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日

を経過する時における日本銀行法（平成9年法律第89号）第15条第1項第

1号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年4パーセントの割

合を加算した割合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

中においては、年 7.3パーセントの割合にあっては、 当該商業手形の基準

割引率に年4パーセントの割合を加算した割合とします。平成26年 1月 1

日から令和2年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の

前年に所得税法等の一部を改正する法律（令和2年法律第8号）による改

正前の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第2項の規定により

告示された割合に年1パーセントの割合を加算した割合 （以下「特例基準

割合」 という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下「特例基準割合適用年」 という。）中においては、年14.6パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年
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7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年1パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセン

トの割合）とします。令和3年1月1日以後の期間については、当該期間

の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割

合に年1パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」

という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中にお

いては、年14.6パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基

準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年1パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、

年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額（計算の基

礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が

2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算

する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。

第62号様式を第62号様式(1)とし、同様式の次に次の 1様式を加える。
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所在地
法人名
代表者氏名 様

富山県報 号外(13) 7
 

年 月 日

富山県総合県税事務所長罰|

法人県民税・法人事業税•特別法人事業税の更正・決定・加算金決定通知書

次のとおり 年 月 日からの事業年度に対する課税標準及び税 額
年月日まで 加算金額

を更正
決定しましたから通知します。
なお、この通知により徴収する税額等の納期限は、
すのでそれまでに納付してください。

正二ぷ二：：算金額：t］冒：
“‘去人県疇額
に額

月

月

年
＿
年
年

年 月

本金の額又は出
金の額
亡金の諏び資本
日蘊の額の合算額

末資本金等の額

日としま

千

千

法人事業税 法人県民税

摘 要 課税標準 税率 税 額 （使途秘匿金税額等）
兆十億 百万 千 円

法 第 所 兆＋｛璽 百万 千
円L/— 法人税法の規定によって ① 所得金額給額 ⑱ 計算した法人税額

年 400万円 ⑲ 兆十億 百万 千
円 課税標準額 ② 

1 以下の金額
年

課税標準となる法人税額を超え年 m巧 ⑳ 又は個別帰属法人税額
③ 

第 号
円以下の合類

年 800万円 ⑳ 
法人税割額（③ X /100) ④ 

得 を超える金額

に

I 昌
1•11 IE IS 1ド外国関係会社等
1a 17 に係る控佃刃象

⑲計十⑳十⑪⑫
所額得又税は額個等別相控除当

72 掲 額対象の税控額除等額相⑥当

轄誡aT遍
⑳ 

9税控「口等除0額..9濱a員z⑦̂  の Ziどげ嘗j
用法人の金額

付付加価値額⑳ ／ ------ 差引法人税割額
⑨ 

条る
加綾 額 G-R-6 -（り一R)
価 兆十億百万 千

芦且
91 IE! 租税条約の実施

値付加価値額⑮ に係る法人税割

割
額の控転^ 額⑪

事資 賢本金等の額 ⑳ V ------差引徴収法人税割額 ⑫ 総 額 I/ID —( -(!l) 
本

兆十億百万 千 円均 算定期間中において事務
⑬ ／ の 業 割

賢本金等の額 ⑰ 
所等を有していた月数 月

;,i ~ 収 収入金額総額⑳ し'/— 等 円X /12⑭ 
兆十億 百万 千 円

入
兆十億百万 千

円害lj
既に納付の確定した当朔

割
収入金額R 分の均等割額 ⑮ 

2 第 所 所得金額総額⑳ V ー 差91111収均等割額⑭一⑮ ⑯ 額
得 兆十億百万 千

円徴収県民税額 ⑫十⑯ ⑰ 3 割 所得金額⑪

号は
付加価値額⑫ L/ — 特別法人事業税
1総額

価 兆＋｛意 百万 千 円憤要 課税標準 税率 税額
第に 値付加価値額⑮

戸額係又はる⑬⑭ 金
叫TIE I'1r 兆十億 百万 千 円

割 Ill! 1, 

掲資 V ／ 賓本金等の額 ⑭ 
総額 ◎に係る

げ本 兆十億百万 千 円
金額⑮

1 資本金等の額 ⑮ 
向に係る

る菅j
険額⑯

収収入金額総額 ⑯ ［／ -------
——•一

税額 ----- 税額
事 入

兆I十億．I百万I'f-1 円合合吋91特ガリ法l,1 I 閃塁ばぢ it| ＋億I百万I'f I 円収入金額⑰
項業 割

徴収金額の内訳
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租税条約の実

合計事業税額 （⑫又は⑳）十⑮十⑰十⑳十⑪十⑬ ⑱ 
臣戻に納付の

施に係る特別

十⑮十⑰ 法人事業税額

の祖徐額⑱

事業税の特定寄附金税額控除額 ⑲ 年差引·徴⑬収—⑲特別-―⑰法人事業税額R 

仮装経理に基づく事業税額の控除額 ⑩ 歳出還付税額
仮装経理に基づく過大申告の更正及び租税条
約の実施に係る更正に伴う繰越控除

兆 I ➔ 百千 兆＋｛胄 百万 千 円

既に納付の確定した当期分の事業税額 ⑪ 法:人事業R税 Im 刀 円法人事
業税 急

租税条約の実施に係る事業税額の控除額 ⑫ 法人県民＠税 法人県 ⑲ 
民税

差引徴収事業税額 ⑱一⑲一⑩一⑪一⑫⑬ ／／  ／／  悶臥事⑲

法人事業税•特別法人事業税に対する加算金額

摘要 基礎とする事業税額
基礎とする特別法

基礎とする税額合計 加算金額
うち事業税を基礎とする

人事業税額
率 加算金額

ア＋イ＝,．.ウ. エー（エXイ／ウ）

ア ィ エ ―-

不足税額 兆十傭[百 千 円 兆十億 百万 千

I心

過少申告 超える額 ／ ／ I// 円／／／／／

加算金1分

小計
兆＋11百万 千 円兆十億iI百万千 円 I/ ＠ 兆十億百万 千 円

不足税額
分

不申告 超える額 ／ ／／  ／ 
加算金l分

小計
兆十憶 百万 千 円兆 十億 百万 千 円

V 厄 兆十億 百 千 円

重加算金 R 
戸闊合計 ⑮ ／ 

更正又は決定の理由

備考

1 不足税額については、申告納付すべきであった納期限の翌日から納付の

日までの期間の日数に応じ、不足税額に年14.6パーセント（この通知書の

納期限までの期間又は当該納期限の翌日から 1月を経過する日までの期間
については、年 7.3パーセント）の割合（平成12年1月1日から平成25年

12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の前年の11月30日

を経過する時における日本銀行法（平成9年法律第89号）第15条第1項第

1号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年4パーセントの割
合を加算した割合が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

中においては、年 7.3パーセントの割合にあっては、当該商業手形の基準

割引率に年4パーセントの割合を加算した割合とします。平成26年1月1

日から令和2年12月31日までの期間については、当該期間の属する各年の

前年に所得税法等の一部を改正する法律（令和2年法律第8号）による改

正前の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第2項の規定により

告示された割合に年1パーセントの割合を加算した割合（以下「特例基準

割合」という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、年14.6パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年

7. 3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあ

っては当該特例基準割合に年1パーセントの割合を加算した割合（当該加
算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、年 7.3パーセン

トの割合）とします。令和3年1月1日以後の期間については、当該期間
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の属する各年の前年に租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割

合に年1パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」

という。）が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中にお

いては、年14.6パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基

準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年1パーセントの割合を加算

した割合（当該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合には、

年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて計算した金額（計算の基

礎となる税額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の全額が

2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てて計算

する。）に相当する延滞金額を加算して納付してください。

2 この処分について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日

から起算して 3月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができ

ます。ただし、この処分の日の翌日から起算して 1年を経過したときは、

当該審査請求をすることができません。

3 2の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して 6箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において

富山県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの

訴えを提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、

当該裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。

(1) 審査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がな

いとき。

(2) この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を

避けるため緊急の必要があるとき。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
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第62号様式付表を削る。

第67号様式(1)中 「領収証書 R 「領収証書 ＠） ア

を し、
期分 」 年度期分」

「ニ I」を「□髯

号外~3)

I」に、
「富山県総合県税事務所旦」を「富山県総合県税事務所 」に改める。

第67号様式(2)中 「 期分（随時分） 」を「年度期分（随時分）」 に、

「：ィ寸番者氏名 1」を瓢： I」に、
「富山県総合県税事務所目」 を 「富山県総合県税事務所 」に五攻める。

第79号様式(2)備考3、第79号様式(8)備考3及び第80号様式(2)備考3中「新型イン

フルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）附則第1条の2第 1項に規定

する新型コロナウイルス感染症」を「病原体がベータコロナウイルス属のコロナウ

イルス（令和2年 1月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたものに限る。）である感染症」に改める。

附則

（施行期日）

1 この規則は、令和3年4月1日から施行する。ただし、第49条及び第47号様式

の4の改正規定、第62号様式付表を削る改正規定並びに第67号様式(1)、第67号様

式(2)、第79号様式(2)、第79号様式(8)及び第80号様式(2)の改正規定は、公布の日か

ら施行する。

（経過措置）

2 この規則による改正前の富山県税条例施行規則に定める様式による用紙は、当

分の間、所要の調整をして使用することができる。

令和3年 3月31日印刷発行

発行富

（税務課）

山県
富山県富山市新総曲輪 1番 7号
電話富山 076-444-3153番


